
障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

パブリックコメン
トの実施

1

新宿区障害者施策推進協議会は、
区民各層の代表によって構成され
ているが、この計画の拘束性、達
成の義務化等の影響範囲が広範な
ことから、同協議会のみならず、
更に広く十分な議論の機会を保障
すべきである。そのために、今回
のようなパブリックコメントを機
会あるごとに実施して欲しい。

新宿区では、「新宿区パブリッ
ク・コメント制度に関する規則」
を定め、区民の生活に広く影響を
及ぼす区の基本的な施策等の策定
等について、区民だれもが意見を
述べることができる機会を保障し
ています。今後も、障害福祉計画
の改定に当たってはパブリック・
コメントを実施していきます。
また、個々の施策の推進について
は様々な機会・方法により障害当
事者をはじめ広く意見をいただき
ながら進めていきます。

障害福祉計画の表
現

2
障害福祉計画の表現を、当事者に
も十分理解できるようなわかり易
いものにして欲しい。

障害福祉計画は障害者にわかりや
すい表現に努めていきます。

自立支援給付・地
域生活支援事業以
外のサービス

3

自立支援給付・地域生活支援事業
以外のサービスの現利用者が不利
益を被らないように、必要十分な
期間、現行サービスを継続して欲
しい。
位置づけの検討においては、現行
サービスを下回らないようにして
欲しい。

区独自に提供を行っている該当
サービスについては、当面の間現
行と同様にサービスの提供を行う
とともに、今後、新サービス体系
への移行を含めた適切な事業の位
置付けの検討を行っていきます。

障害者本人に配慮
した地域生活への
移行

4

移行に関しては、反対するもので
はないが、住み慣れた施設を出る
ことに大きな抵抗感を感じる本人
もいると思われる。区内での身元
引受人がいるのか、支援体制、施
設がしっかり確保できるのかも大
きな問題。法律や施策で本人の安
定した生活を乱すことのないよ
う、移行に関しては慎重に、ま
た、社会支援体制をしっかり整え
具体的な数値を示して実施して欲
しい。これから、施設移行が必要
となる地域在住の障害者の数値も
考慮して欲しい。

障害者の地域移行に関しては、ご
本人の意思、ご家族や関係者の
方々のご意見を十分に尊重し、施
策に活かしていくことが必要と考
えます。当面、施設入所者の10
パーセントの方が地域移行すると
推計し、基盤整備を進めていきま
す。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

計画の目標数値の
明示
グループホームの
増設

5

①計画にある知的障害者対象のグ
ループホーム、ケアホーム、入所
施設の定員数の根拠が不明。地域
に戻ってくる方々、「保護者の死
亡や高齢化」により住む場所がな
くなる知的障害者のことを考える
と、計画にある数は不十分と考え
る。
②グループホームを３ヶ所作る計
画になっているが、もっと増やし
て欲しい。
③知的障害者グループホームを
３ヶ所を６ヶ所に増設するとある
が、１ヶ月平均入所者６名として
１８名規模の増設を計画している
ものと思われる。この数字の根拠
を明示して欲しい。

計画の目標数値の
明示
福祉施設入所者の
地域生活移行

6

平成２３年度において、平成１７
年１０月現在福祉施設の知的・身
体障害者の入所者数のうち１０％
が地域移行とある。しかし、平成
１７年１０月実績によれば、身体
障害者施設５１人、知的障害者入
所施設１３８人計１８９人とな
り、その１０％以上は１９人以上
である。地域生活に移行する具体
的な受け皿を明確にし、それぞれ
の具体的な人数の目標を明示して
欲しい。

精神障害者地域移
行推進のための知
識の啓発普及

7

「精神障害者の地域への移行を推
進していくために、知識の普及啓
発や交流等を通じて、精神障害者
に関する正しい理解の促進に努め
ていく。」とあるが、あいまいな
目標でなく、具体的な施策を明示
して欲しい。

精神障害者に関する正しい理解の
促進のために、区では講演会や講
習会、家族教室、広報等による普
及啓発を図っています。今後、地
域生活支援者や事業者等と連携し
て取り組んでいきたいと考えてい
ます。

グループホーム利
用者の選択

8

グループホーム利用希望者は、新
宿区民と他区民を選ばず多くあ
る。多くのニーズに対していかに
適切な利用者の選択をするのか、
そのシステムをどのように構築す
るのかを計画に盛り込んで欲し
い。

障害者自立支援法の理念である
「障害者の自己決定と自己選択の
尊重」がありますので、利用者と
事業者とお互いに納得した上で契
約を結んでいただきたいと考えて
います。グループホーム利用にあ
たって区として利用者選択のシス
テムを作ることについては今後の
検討課題とさせていただきます。

福祉施設から地域への移行者数に
ついては次のとおりに見込みを
行っています。
身体障害者　５１人中３人が地域
へ移行
知的障害者　１３８人中１６人が
地域へ移行
合計　１９人

上記の１９人の地域での生活の場
については、グループホームへ移
行する方が１６人、一般住宅等へ
移行する方が３人と見込んでいま
す。
また、知的障害者グループホーム
の定員数は８名程度（３所合計２
４人）と見込んでいます。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

精神障害者ケア
ホームの設立

9

精神障害者の高齢化の問題は深刻
化しており、地域生活を送る上
で、様々な支援が必要になってお
り、このままでは社会的入院を増
やすことになる。新宿区内にケア
ホームの設立を計画して欲しい。
障害程度区分の違いにより提供す
るサービスは、質・量ともに違っ
てくる。

精神障害者の地域への移行を進め
るに当たって、居住の場として公
的施設活用を含め1所の施設確保
を目指しています。区内に精神障
害者のケアホームが無い事から特
にケアホームは必要と考えていま
す。

10

精神障害グループホームが区内に
２ヶ所の現状からして、当面１ヶ
所という数値目標は疑問。１ヶ所
の妥当性を示して欲しい。２ヶ所
以上の数値目標を明記して欲し
い。
地域移行に関して、新宿区では推
計約１１５人と見込んでいる。こ
の受け入れのために１ヶ所の施設
確保を目指すとあるが、相当に大
規模な施設が必要となる。どこま
で具体化されたうえでの計画なの
か説明が欲しい。

「受入れ条件が整えば退院可能な
精神障害者を地域生活への移行」
について、東京都の考え方は、平
成18年度を初年度として、10年後
の平成27年度末までの退院をめざ
すこととし、各区市町村は平成23
年度末に5割以上が地域生活へ移
行することを目指すものとしてい
ます。区としても都の考え方に
沿った計画としています。
また、計画を進めるに当たっては
居住の場の確保と合わせて、日常
生活の支援、医療中断の防止等、
医療・保健・福祉等包括的な支援
体制が必要となりますので、第１
期計画は準備期間と位置付け、実
績を積み上げながら支援体制を整
えていきます。

11

知的３ヶ所→６ヶ所、身体１ヶ所
→２ヶ所が計画されているが、精
神に関しては計画されていない。
この理由を説明して欲しい。現
在、援護寮、更生施設などに入所
している精神障害者の地域生活移
行にも施策が必要。

「福祉施設入所者の地域生活移
行」は、知的障害者と身体障害者
の福祉施設が対象となっていま
す。

精神障害グループ
ホームの設置
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

「受け入れ条件が
整えば退院可能な
精神障害者」の人
数調査

12

新宿区の社会的入院とされる精神
障害者の人口換算が１１５人と推
計されているが、あくまでも推計
であって、実際の数とはかなりか
け離れているものと思われる。厚
生労働省や医療機関と連携をとっ
て実際の人数を調査し、明示して
欲しい。

「受入れ条件が整えば退院可能な
精神障害者」の人数は、平成14年
の病院での患者調査によるもので
す。精神病院は偏在しているため
都民が必ずしも都内の病院に入院
しているとは限りません。また、
入院期間が20年・30年と経った人
は両親は亡くなり帰る家がないと
いう状況のため、東京都でも推計
値です。そのため、今回東京都か
ら各区市町村へ示された対象人数
も人口換算で出されています。

精神障害者への就
労支援

13

「就労支援等の新しいサービス提
供体制の整備」、「就労移行事業
等の推進により福祉施設から一般
就労への移行を進める」、「地域
生活と就労を一体的に支援するこ
とにより障害者の適性にあった就
労支援を推進、また関係機関との
連携強化や職場体験等の一般就労
に向けた施策を充実」、「区では
重層的に就労支援体制を整備」の
部分をさらに具体化した案を示し
て欲しい。

障害者の就労支援が着実に進めら
れるよう、就労支援ネットワーク
会議など様々な機会を活用し皆様
のご意見をお伺いしながら、より
具体的で効果的な事業を計画し、
その実現を図っていきます。

チャレンジワークでの就労移行支
援と各作業所との連携及び相関を
具体的に示して欲しい。
毎年２０人以上の一般就労への移
行実績を上げるには、まず、企業
等の就労先の開拓・障害理解の促
進が欠かせない。企業開拓の具体
策とタイムスケジュールの明記、
定着支援と体制整備の具体策を明
記して欲しい。

作業所が実施している企業内通所
授産事業を促進することや、就労
先、企業開拓が重要であり、その
方策の如何を明記して欲しい。

各作業所との連
携・企業開拓等の
具体策

14

区内作業所が企業内授産や施設外
授産など多様な制度を活用し作業
所の就労支援を多角的に実施する
ことに対し、区は支援を行いま
す。また、作業所の就労支援の
バックアップを就労支援事業で
フォローし、より確実なアフター
ケア体制とします。一方で新宿区
障害者就労福祉センター(チャレ
ンジワーク）を核として、就労に
支援を必要とする障害者等の就労
支援を総合的に実施する「仮称：
新宿仕事センター」を開設しま
す。職業斡旋や企業との連携など
により、障害者等雇用体制の強化
と継続性を確保するなど、多面
的、重層的な就労支援体制を構築
します。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

障害者インターンシップ後等の一
般就労に繋げる細やかな対応が、
行政側に求められる。当事者のい
う「細やかな対応」とは、突然の
心身不調の理解、易疲労性等の精
神障害の特性を十分理解し、無理
なく就労を継続できる体制であ
る。（ジョブコーチ、短時間就
労、職場外の相談者等）
現状では、精神障害への理解と施
策が最も立ち遅れており、就労支
援についても同様である。新宿区
には、多くの事業所があり法定雇
用率の充足も求められている。柔
軟な発想から、新宿区が当事者主
体の個別性に対応できる支援体制
を独自に組み立てて欲しい。区役
所内に障害者就労支援担当部署を
設置し、チャレンジワークと共
に、ハローワーク新宿との連携、
中小企業団体との話合い、公的機
関へ協力要請する等、福祉就労か
ら一般就労へ移行する精神障害者
数の年間目標数を達成して欲し
い。また、就労支援を行う通所事
業所との定例的会合を持って欲し
い。

一般就労への移行支援体制の整備
にあたっては、新宿区内に就労支
援の協議機関を設置して欲しい。
協議機関の構成メンバーは、養護
学校等の教育機関、ハローワーク
等の労働行政機関、商工会議所等
の企業を代表する機関、区内の全
ての障害者作業所、チャレンジ
ワーク、障害者団体、新宿区等々
として欲しい。

商工会議所、青年会議所等の企業
団体との連携により、成果を挙げ
ている地域がある。企業開拓、障
害者理解促進のためにも働きかけ
る必要がある。
就労促進は、働く意思と意欲はあ
るが能力や持続力の不十分な人々
を就労移行させるかがポイント。
現在、大半の企業姿勢は「障害が
あろうとなかろうと、働ける人は
受け入れる」というものであり、
極めて限定的な受け入れである。
「正しい理解の促進に努めて」い
くことの中身として、これらの問
題解決の道筋を計画に明記して欲
しい。

一般就労への移行
等の推進のための
関係機関との連携

15

障害者自立支援法は就労支援を強
化することが重点課題となってい
ます。訓練等給付の「就労移行支
援」「就労継続支援」で、利用者
に応じた支援計画に基づいて、実
習の実施、求職活動の支援、職場
定着の支援をすることになってい
ます。
区では、これまでもハローワーク
新宿、東京しごと財団東京都心身
障害者職能開発センター、東京都
心身障害者福祉センター、東京障
害者職業センターなどの、就労支
援の専門機関を始め、養護学校、
精神障害者の作業所を含む区内の
各作業所等による障害者就労支援
ネットワークにより、多様な障害
者就労への支援体制を構築するな
ど行ってまいりました。今後も、
新体系サービスの元で適切な支援
を提供できるよう環境整備を行っ
ていきます。
また、障害者や高齢者、若年非就
労者等を対象とした就労支援事業
を、チャレンジワークを核に「仮
称：新宿仕事センター」を開設し
て、総合化すると共に強化してい
きます。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

リワーク事業の創
設

16

うつ病により職業継続に支障をき
たすひとの急激な増加に対して、
休職中の社員が職場復帰するため
のリワーク事業が各所で行われて
いる。企業の集中する新宿区で
は、率先してこの事業を開始する
べきである。計画に加えて欲し
い。

リワーク事業の重要性については
認識しています。事業化にあたっ
ては、医療や相談体制など多くの
連携が必要であり、現時点で計画
に盛り込むことは難しいと考えま
す。

高齢者の障害者に
対する施設整備

17

知的障害者の中には、年齢が比較
的若くとも高齢退行現象が出る人
が多くいる。「高齢者の障害者に
対する施設整備を充実させる」と
いう項目を入れて欲しい。

高齢社会の問題の一つとして、障
害高齢者への対応も大きな課題で
あると認識しています。障害者計
画に向けた障害者調査等において
実態調査、ニーズ調査を行い必要
な基盤整備に結び付けたいと考え
ています。

18

「重度の知的障害者を対象とした
障害者支援施設」とあるが、知的
障害者の場合は数値で表された障
害程度と自立した生活が営めるか
どうかは必ずしも一致しない。重
度ばかりでなくどの障害者に対し
ても障害者支援施設を整備するよ
うにして欲しい。

障害者自立支援法においては、
「施設入所支援」のサービス対象
者は、障害程度区分が区分４以上
（５０歳以上は区分３以上）と定
められています。障害程度区分が
区分４以上になる方は、概ね重度
の方が対象となっています。但
し、施設入所を必要とされる方
は、障害程度区分の状況だけでな
く、本人の行動上の問題や家族の
問題も含んでいます。今後は、施
設入所の区分の要件も含め、施設
入所支援を必要とされる方に必要
なサービスが提供できるように、
国や都に要望していきます。

19

「社会福祉法人等に必要な支援」
となっているが、知的障害者の親
の高齢化が進んでいる。国が施設
解体の方向に進んでいる今、親が
亡くなった後の不安感は大きくな
るばかりである。区が主体となっ
て早急に施設の整備をして欲し
い。

障害者が住みなれた地域で生活を
続けることを支援するには、入所
を必要とされる方への入所施設と
しての役割と、在宅生活のバック
アップ機能としての役割を果たす
ための支援の拠点として、地域生
活支援型の入所施設の区内設置が
重要課題であると考えています。
このために、区内に入所施設を設
置する社会福祉法人に対し必要な
支援を実施していきます。

入所施設の整備
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

グループホームで
の生活介護

20

重度障害の人たちに対しては、常
時介護を必要とする生活介護を通
所施設の支援員を配置して、運営
して欲しい。重度障害者は、毎日
の積み重ねが第一のため、３ヶ
月、半年、１年とその様にしてい
く事により慣れ、将来に無理なく
適応できると思う。新宿区にも、
他区のようにグループホーム定員
３０名位の建物を提案する。

通所している施設から入所支援施
設への円滑な移行についてのご意
見ですが、障害者自立支援法で
は、日中活動系サービスと入所支
援サービスを切り分けることがで
きるようになりました。この考え
方が進めば、通所しなれた施設を
利用しながら、地元の入所施設を
活用するということも可能になり
ます。ご本人の状況にあわせた支
援ができるよう、運営する事業者
等とも充分に調整できる体制作り
を目指します。
また、グループホームについては
30人規模で設置することは考えて
いません。グループホーム、ケア
ホームでは、少人数による生活・
居住環境の利点を活かした、より
家庭に近いものが望まれているも
のと考えます。

重度重複障害者の
卒後施設の増員

21
重度重複障害者の高校卒業後の施
設を増員して欲しい。

現在区内には、重度重複障害者の
通所施設として「区立あゆみの
家」があり、平成19年４月から障
害者福祉センターにおいても生活
介護サービス(定員12人)を運営し
ます。また、区立新宿生活実習所
は、平成20年度に生活介護サービ
ス提供事業所に移行予定です。さ
らに、平成20年度に百人町四丁目
に開設予定の障害者入所支援施設
において、生活介護サービス（20
人定員）を実施する予定です。こ
れにより、区内の重度心身障害者
に対する支援施設が充実すると考
えています。

地域生活支援入所
施設の役割

22

「地域での在宅生活を支援する
バックアップ機能を担う、地域生
活支援入所施設として整備す
る。」が地域移行を進める根幹に
なると考える。現在、知的障害者
更生施設の利用者は、そこで安定
した生活を送っているため、制度
の変遷により生活実態を変えるに
あたっては、細やかな配慮が必要
だと思う。
ケアホーム・グループホームの数
が充足されるだけでは解決できな
い問題を抱えている。本人を支え
きれない高齢の保護者、保護者の
いない方など、支援員の問題も含
め、このシステムがまず一番に整
備されることを望む。

これからの入所支援施設の果たす
べき役割の中心のひとつが、「地
域での在宅生活を支援するバック
アップ機能」であると考えます。
またバックアップ機能を充分に果
たすことができるよう、区でも運
営事業者を支援していきます。
また、現在、入所施設で生活して
いる知的障害者の方の地域移行に
関しては、本人の意向を尊重した
上で、家族・施設等と十分に協議
し、慎重に進めていきます。ま
た、障害者計画で示している、入
所支援施設（知的障害者入所更生
施設相当）の設置とあわせて、区
内の知的障害者が安心して住み慣
れた地域で生活ができるようなシ
ステムの整備についても検討を進
めていきます。

7



障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

区の空き施設・ス
ペースの活用

23

グループホーム・作業所・就労移
行支援事業を実施したいと考えて
いる人達や法人が、区の空き施
設・スペースを利用して実現でき
るようにして欲しい。

グループホームや通所施設の場の
確保のために、区の空き施設や空
きスペースの提供については、
様々な区の計画を踏まえながら引
き続き検討していきます。

24

新宿区健康部では、平成１９年度
予算要求において、「精神障害者
施設整備補助」（新規）として１
施設３００万円で３施設分要求し
ているが不足であり、移行は困
難。
当施設が移行を考える上で、現在
予測される施設要件を満たすため
には、面積だけでも最低１２０～
１５０㎡は必要。当施設が活動拠
点を置く大久保地区では、少なく
とも家賃約４０万円～５２万円と
管理費（共益費）等が必要。移転
には、更に保証金が４～８ヶ月分
（約１６０万円～４２０万円）は
必要であり、更に施設改修費（約
２００万円）も必要になってく
る。以上から考えると１施設７０
０万円（３施設２１００万円）が
妥当だと考える。

精神障害者小規模通所授産施設・
精神障害者共同作業所が新体系の
施設に移行するにあたり、既存施
設では新体系の事業実施が困難な
施設に対しては移転時の借り上げ
に伴う初度経費の負担軽減につい
て検討していきます。

地域活動支援センターと訓練等給
付を同一場所で実施するに当た
り、柔軟な利用及び運営（職員配
置や兼務、スペースの共用等）を
認める必要がある。増大する事務
処理への人件費の支援も不可欠。
サービス内容の充実を図りなが
ら、事務も遅滞なく遂行するには
人的配置の充実も必須。

障害福祉サービスの訓練等給付の
施設・人員基準は省令で定められ
東京都が指定しますので、区独自
で決められませんが、地域生活支
援事業については利用者保護に配
慮しつつ柔軟に対応していきま
す。

入居者の権利が守られ、安心でき
る家庭的環境の中で居住できる物
件を探すことが難しく、区に積極
的に住宅物件の提供をして欲し
い。また、障害の度合いに応じて
適切な支援を提供できる運営責任
者の選定をして欲しい。更に、グ
ループホーム運営の安定のため、
区には財政的支援が必要であると
考える。

区の空き施設や空きスペースの提
供については、様々な区の計画を
踏まえながら引き続き検討してい
きます。また、区立施設の指定管
理者の選定に当たっては選定基準
を定め、障害者支援の知識や経験
のある事業者にし、決定後も評価
を実施し、利用者支援を重視した
選定を行います。また、グループ
ホーム・ケアホームの安定的運営
ができ、利用者も安心してサービ
スが受けられるよう必要な支援を
行っていきます。

25

事業者への補助

8



障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

区内の精神障害者小規模作業所等
の移行にあたっては、作業所への
家賃補助、公的施設内への設置
等、具体的な基盤整備施策として
明示して欲しい。

新制度への移行支援策として経費
補助が必要。訓練等給付事業に対
する事業費の補助が日割計算と
なったため、日々様態が変化する
不安定な利用者が通所する作業所
の運営は大変困難になる。安定し
た運営が行えるよう、また障害者
の生活向上に向けて区独自の補助
を実現して欲しい。

精神障害者の介護
保険サービス利用

27

精神障害者の中には、長期にわた
る精神病薬の服用の影響から、４
０才代から５０才代にかけて著し
く身体機能の低下が見受けられる
人達がいる。そのような人達も長
く地域生活が営めるように介護予
防などの観点から、介護保険施設
の早期利用、ホームヘルパーの利
用時間の延長等を計画に盛り込ん
で欲しい。

介護保険サービス受給者は、特定
疾病を持つ40歳以上の方及び65歳
以上の方と規定されており、ご意
見の精神障害者が上記要件に該当
する場合は、受給対象者となりま
すが、要件を満たさない場合は、
介護保険サービスの早期利用は困
難です。
精神障害により家事等の支援が必
要な方は、障害者自立支援法の居
宅介護や同法の地域生活支援事業
の生活サポートをご利用いただけ
ます。

訪問系サービスの
従事者人員等数値
目標

28

障害者に対するホームヘルパー・
ガイドヘルパーの人数が明示され
ていない。平成１８年度の当該人
数を早急に調査し、明示して欲し
い。また、平成２０年度に向けて
更に障害種別に各何名ずつ増員す
るのか計画目標値を示して欲し
い。

　ホームヘルプサービスを行う事
業者は、社会福祉法人、ＮＰＯの
非営利法人及び株式会社等の営利
法人で民間事業者です。
　ヘルパーは、障害者・高齢者の
区別無くホームヘルプを行ってい
たり、複数の事業所に登録してい
るので、障害種別ごとの人数調
査、増員目標数値の設定は困難で
す。

26事業者への補助

新体系への移行が円滑に行われる
ように、作業所への家賃補助や施
設整備・基盤整備補助等を予定し
ています
報酬の日払い方式の導入により運
営が困難にならないよう、事業者
に従前の報酬単価の90％を保障す
る激変緩和策も国から示されてお
り、事業の安定運営を目指してい
ます。

9



障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

訪問系サービスは、地域生活移行
及びその継続のために、大変重要
なサービスである。もっと、ヘル
パーに障害者についての介護方法
の知識を学んで欲しい。
ここでいう研修とは、区が主催し
直接実施する研修なのか、委託な
のか、委託であればどこに委託す
るのか、その研修はいかなるもの
か、明確に示して欲しい。

入所施設や病院からの地域生活移
行により、訪問系サービスのニー
ズ増加が見込まれる。長期入所・
入院者は社会生活能力が格段に低
下していることが推測される。そ
れらの人々に対応可能な訪問サー
ビスの質の向上の具体策について
明示して欲しい。

精神障害者ショー
トステイ事業

30

精神障害に関連して言うならば、
退院促進のために救護施設・更生
施設等でのショートステイの実施
を検討すべきではないか。そのた
めに、医療機関、宿泊施設、作業
所、診療所、グループホーム等関
係機関での連携を強化する取組み
を求める。

精神障害者の地域移行について
は、課題も多く、新体系のサービ
ス基盤も整っていない分野です。
今後退院促進で地域移行なさる方
への受け入れ環境を充実させてい
く必要があります。都の中部総合
精神保健福祉センターにおいて
は、社会復帰病室やホステル（生
活訓練施設）休息入院事業（地域
支援型短期入院）、一時入所事業
を実施しています。
しかし、受け入れ人数に限りがあ
ることから、今後、区の地域生活
支援事業とすべき事業であるの
か、広域的な観点で事業実施すべ
き事業であるのか等の検討をして
まいります。また、入院期間が長
期に渡る方への対応として、地域
移行型グループホーム等との役割
分担も検討してまいります。な
お、退院促進者等については、障
害程度区分認定がなされていない
ことなどから、必要な支援内容の
分析が現時点では難しい状況にあ
ります。

29
障害特性に応じた
訪問系サービスの
提供

区では、事業者に登録しているヘ
ルパー向けスキルアップ研修会を
実施しています。内容は障害理解
についての講義と実習を組み合わ
せたものです。今後、より多くの
ヘルパーの方に受講していただけ
るように、内容や実施形態を検討
していきます。

10



障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

成年後見制度について経費等の一
部補助、社会福祉協議会に委託し
て実施とあるが、現在の形は保護
者の負担が非常に大きく、また、
社会福祉協議会での受け入れが高
齢者から障害者まで多岐にわたっ
ており、これからのニーズ増加に
対応できるのか不安。負担の軽
減、窓口の充実、利用しやすさを
配慮して欲しい。

区では、平成19年４月から新宿区
社会福祉協議会へ「成年後見制度
推進機関]の設置及び運営の委託
をし、成年後見人等の支援、地域
ネットワークの活用や相談支援の
充実に努めていきます。運営につ
いては同協議会との連携や取り組
みへの支援を強めていくこととし
ます。また、申立人のいない人に
ついては区長申し立てを行い、一
定の要件にあてはまる方を対象に
新たに後見人等の報酬助成を行
い、負担の軽減措置を図ります。

成年後見事業を、NPO法人にも受
託する枠を広げて頂きたい。これ
から増えるであろう対象者に対し
て、新宿区社会福祉協議会のみで
は対応が不十分ではないかと思わ
れる。

新宿区社会福祉協議会では、平成
11年１０月から地域福祉権利擁護
事業を実施し、また成年後見制度
の相談も行っています。事業の実
施について蓄積がある同協議会に
委託することが最も利用者の利便
に資するとともに、効率的に事業
が行えるものと考えます。

権利擁護制度を充実して欲しい。

新宿区では、平成１９年４月から
社会福祉協議会へ「成年後見制度
推進機関」の設置及び運営を委託
し、同協議会が実施している「地
域福祉権利擁護事業」とも連携し
て判断能力が十分でない人の意思
を尊重した自立を支援する仕組み
の充実を図ります。
また、様々な権利侵害の予防のた
め、障害者に対する地域の理解を
深め、協力体制を構築する啓発活
動も行っていきます。
なお、消費生活センターでは悪質
商法の被害相談等の窓口を設けて
被害回復に取り組んでいます。

成年後見制度支援
事業・
権利擁護制度
の充実

31

11



障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

社会福祉の領域において相談は大
変重要。相談窓口の増加、拡大の
数値目標を明示して欲しい。

精神障害者本人への対策はもちろ
ん、その家族や地域住民（子ども
からお年寄りまで）への心の問題
の支援策を充実して欲しい。保健
センター４ヶ所では足りず、もっ
と身近な場所（例；スーパーやコ
ンビ二など日常的なところで、い
つでも気軽に自由に誰もが相談で
きる場所など）を設置して欲し
い。

権利擁護や財産が関係する問題、
治療への導入に関する相談等、民
間でなく公的な機関での対応が必
要な場合が多くある。保健セン
ター保健師、福祉事務所ケース
ワーカーを増員し、支援を拡充す
る必要がある。

33

障害者自身が困ったときにSOSが
出せる場が必要。諸サービス活用
のための動機付けや、つないでい
く機能や諸サービスを障害者が組
み合わせて活用できるような支援
も必要。これらの機能が活かされ
る「場」が必要であり、そこには
障害者の主体的な動きを見守り、
SOSに柔軟に常時対応できる人的
体制の必要性を明記すべきであ
る。

相談支援の質の充実を目指してい
きます。地域活動支援センターに
おいては、1年365日無休で相談に
対応する体制で事業実施にあたっ
ています。相談時間についても、
午後8時まで門戸を開きできる限
りの緊急対応を目指しています。

精神障害者関連諸
施設との連携

34

既存の入所施設、救護施設、更生
施設を多数の精神障害者が利用し
ている現状を鑑み、これらの施設
との連携を如何に取るか具体策を
明示して欲しい。

法施行以降、更生施設や救護施設
からグループホーム利用に繋がっ
た方、訓練等給付に繋がった方が
います。更生施設の相談員等から
相談を受け、支給決定、サービス
利用に至っています。各施設の相
談員と連携を図りつつ利用者が混
乱しないよう努めていきます。

相談窓口・体制の
充実

32

現在の相談窓口としては、新宿区
福祉部障害者福祉課、区立あゆみ
の家及びこども発達センター、区
立障害者福祉センター、健康部予
防課、健康部各保健センター（４
所）、民間の指定相談支援事業者
があります。本障害福祉計画にお
いては、相談窓口の箇所数増の目
標は定めず、各相談窓口のネット
ワーク化を推進し、より質の高い
相談支援体制の整備を進めていき
ます。そのために、学識経験者、
障害者団体代表者等からなる自立
支援協議会を設置し中立、公平な
相談支援事業の実施のほかに、地
域の関係機関の連携強化、社会資
源の開発・改善等を推進していき
ます。
また、相談件数の推移を踏まえな
がら支援体制の充実を図っていき
ます。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

知的障害者・精神障害者の賃貸契
約時の支援について触れている
が、視力障害者や車イス等を利用
する身体障害者への居住サポート
も行って欲しい。

精神障害は、対人関係の障害。周
囲の物音や近隣からの見られ方、
見知らぬ人におびえて不安定にな
りやすいので、防犯及び防音設備
の整った住環境は重要である。ま
た、民間住宅を借りやすくする公
的なバックアップ体制を示す必要
がある。

視力障害者だから火災等の心配が
ある等の理由で、家主又は隣人か
ら居住拒否される問題が多発して
いる。視力障害者は人一倍気をつ
けて努力しているので、区は保証
人や住宅供給に対応して欲しい。

住居入居等支援事業は、地域生活
移行のために大変重要なものと考
える。現在、高齢者に限定されて
いる新宿区の入居支援事業（家賃
等債務保証制度）を障害者にも拡
大して欲しい。

公的保証人制度を早急に確立して
欲しい。

転居先を探す時に最大の問題は、
「精神障害者である」ことを理由
にして入居を断わる不動産業者や
家主が圧倒的に多いことである。
そのため、実際にはクローズ状態
（精神障害者であることを明かさ
ない）で契約することがほとんど
である。このため、グループホー
ムの関係者は直接不動産会社や家
主と交渉することは難しい。入居
の際の公的保証人の制度を障害者
にも拡大することを計画に盛り込
んで欲しい

35
住宅入居等支援事
業（居住サポート
事業）の充実

視力障害者等を含む身体障害者を
対象とした住宅入居等支援事業
（居住サポート事業）を、平成１
９年４月から区立障害者福祉セン
ターで実施します。
また、高齢者を公的保証人制度の
対象者としている制度に障害者も
加えて欲しいと言う要望は大きい
ため、今後公的保証人制度の拡充
を検討します。障害者であること
を理由に入居を断られるという実
態はあると思いますが、地域に障
害の知識の普及啓発や、交流等を
通じて障害者に関する正しい理解
の促進に努めていきます。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

日中一時支援事業
への事業者支援

36

障害児者の「一時支援事業」は、
長期休暇や週末に安定した生活を
過ごせるためにも、早期立上げが
可能となるように、区としてバッ
クアップして欲しい。

身体障害児等タイ
ムケア事業の設置

37
タイムケア事業の対象者に身体障
害者も加えて欲しい。

障害児等が通える
場所作り

38

障害児が行ける場所作りをして欲
しい。
平日などに、健常児と違いどこに
でも行けるわけではないので、障
害者用の児童館などがあると嬉し
い。

児童館における肢
体不自由児の学童
保育

39
肢体不自由児でも、児童館で預け
られるシステムを作って欲しい。
（中３くらいまで）

40

負担感の大きい通所、在宅サービ
スの負担上限の引き下げや、作業
所の利用者負担を軽減するように
して欲しい。

障害児等の日中一時支援の一事業
として、平成19年6月から、「障
害児等タイムケア事業」を開始す
る予定です。当事業は、障害を持
つ小・中・高校生を対象に放課後
や学校が休みの間の活動の場を提
供し、障害児等を持つ親の就労支
援と障害児を日常的にケアしてい
る家族の一時的な休息等を目的と
して行うものです。区としては、
事業を始める事業所への運営助成
と空き施設の提供を行います。当
面は、知的障害児の親の会が運営
する事業所が実施するため、対象
者は主に知的障害児・者ですが、
身体障害児の利用要望も見据えた
上で、今後、実施事業所の開拓や
運営助成等を検討していきます。

児童館の身体障害児利用について
は、安全な利用をしていただくた
め、介助が必要な児童については
介助者の付き添いをお願いしてい
ます。設備面では、施設の改修時
に、バリアフリー化を進めていき
ます。
学童保育については、障害を持つ
お子さんは、小学校６年生まで利
用できます。利用に際して必要な
改修はその都度、可能な範囲で
行っています。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

41
障害者自立支援法の応益負担の軽
減

42

障害者自立支援法は、障害者が働
けば働くほど負担が増えてしま
い、「自立」するための法律とは
思えない。

43

一種一級の重度障害者であるが、
居宅介護サービスの一割負担を行
うことで、新たに２万円以上の出
費が増えた。財政状況から考え、
自己負担が必要なことは、十分理
解しているつもりであるが、実際
に、家計が大変厳しくなった。せ
めて、初年度は１万円程度、２年
目は１．５万円程度と段階的に上
限を拡大し、５年後位に現在の最
高負担限度に徐々に移行するよう
にして欲しかった。出費が増える
一方で収入増が見込めない現行制
度は、障害者の自立をますます遠
ざけるものだ。

44

日常生活用具給付事業における自
己負担1割を無料にして欲しい。
盲ろう者が生活するために、日常
生活用具（ピンディスプレイ、点
字出力用プリンター等）は必要な
ものである。これらを揃えるには
莫大な費用がかかり、自己負担が
大きい。

45

知的障害者は自分で交友関係を築
いて行くのが苦手であり、誰かの
支援が必要である。移動支援の利
用者負担の１０％は、自分の収入
だけで頑張っている者にとっては
大きな負担である。

利用者負担共通回答

利用者負担のあり方について様々
なご意見をいただきました。区で
は障害者自立支援法の趣旨に基づ
き自立支援給付、地域生活支援事
業ともに１割の定率負担を原則と
し月額上限額を設定した上で、新
宿区の地域の実情にそった区独自
の負担軽減策を講じてまいりまし
た。
今後更に、国の施策として新たに
加わった負担軽減策を実施すると
ともに、区として地域の障害者の
状況を踏まえ、既に実施している
施策に加え、更なる区独自の負担
軽減策を平成１９年４月１日から
実施します。

負担軽減策の内容は別紙を参照く
ださい。

利用者負担につい
て
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

46

新宿区では、急激な利用者負担の
増加を緩和するために障害福祉
サービス、補装具、地域生活支援
事業の一部で自己負担の軽減策を
実施しているが、更に軽減策を検
討して欲しい。
①介護給付・訓練等給付の一割負
担については、東京都の打出した
軽減策以上の区独自の軽減策を実
施して欲しい。
②訓練等給付の就労移行支援、就
労継続支援（A・B型）、介護給付
の生活介護、地域生活支援事業の
地域活動支援センター等の利用料
は、全額区の負担として欲しい。
障害者本人が得る工賃よりも利用
料が高いという状況が生じ、利用
者の社会的・経済的自立の意欲を
そぐものとなっている。

47
利用者負担を期間限定（３年）で
はなく、家庭により見直して欲し
い。

48
日常生活用具給付事業における自
己負担を応能負担にして欲しい。

49

移動支援事業の自己負担は、所得
に応じた上限額を設定して欲し
い。本人所得で判断し、月１５時
間までを無料として欲しい。

50
地域活動支援センターでの活動
は、無料として欲しい。

51

「利用者負担・自己負担」の在り
方をただちに抜本的に見直し、障
害者福祉・医療サービスの必要な
人へ十分なサービス提供を行える
よう、改善を行うべき。

52

区民にとって最も身近な自治体で
ある区は、減免制度の更なる拡
充、無料化の推進を図ることを計
画に明記すべきである。また、所
得の基準を家族単位でなく、本人
単位として、定率負担ではなく応
能負担とするように国に求めるこ
とを計画に明示して欲しい。

53
障害者自立支援法の所得認定に当
たっては、当人の所得だけを収入
認定して欲しい。

利用者負担共通回答

利用者負担のあり方について様々
なご意見をいただきました。区で
は障害者自立支援法の趣旨に基づ
き自立支援給付、地域生活支援事
業ともに１割の定率負担を原則と
し月額上限額を設定した上で、新
宿区の地域の実情にそった区独自
の負担軽減策を講じてまいりまし
た。
今後更に、国の施策として新たに
加わった負担軽減策を実施すると
ともに、区として地域の障害者の
状況を踏まえ、既に実施している
施策に加え、更なる区独自の負担
軽減策を平成１９年４月１日から
実施します。

負担軽減策の内容は別紙を参照く
ださい。

利用者負担につい
て
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

利用者負担につい
て

54

定率負担の算定根拠には、同一世
帯の家族の所得も含まれる。障害
者に負担を求めることは反対しな
いが、本人の所得能力以上に負担
を求めることは間違っている。本
人のみの所得で算定し、応能負担
とするように国に要望して欲し
い。

利用者負担共通回答

利用者負担のあり方について様々
なご意見をいただきました。区で
は障害者自立支援法の趣旨に基づ
き自立支援給付、地域生活支援事
業ともに１割の定率負担を原則と
し月額上限額を設定した上で、新
宿区の地域の実情にそった区独自
の負担軽減策を講じてまいりまし
た。
今後更に、国の施策として新たに
加わった負担軽減策を実施すると
ともに、区として地域の障害者の
状況を踏まえ、既に実施している
施策に加え、更なる区独自の負担
軽減策を平成１９年４月１日から
実施します。

負担軽減策の内容は別紙を参照く
ださい。

利用者負担
（補装具）

55

重度脳性麻痺の子を持つ親である
が、所得制限から手当も医療費助成
も受けていない。
居宅介護については、従前は、世帯
の所得により、制度を利用しない方
が自己負担が軽いと聞き、個人で対
応し、制度を利用していなかった。
しかし、制度改正後は1割負担にな
り、ようやく平等になったと感じて
いる。これからは、利用していこう
と考えている。
しかし、補装具費については、厳し
い所得制限がかかり、全額負担（制
度対象外）となってしまった。ま
だ、成長途上にある場合、体の変化
に応じて補装具を変えていく必要が
あり、その費用全額を現金で支払っ
ていくことは大変である。また、全
額負担の場合、医師の診断書は不要
であり、業者と直接交渉することと
なるため、お互いに不安なことも多
くある。
小・中学校の義務教育であるにも関
らず、学校での生活・訓練等に必要
な用具についても、学校に対して全
額負担となり、親の負担は大きくな
る。義務教育卒業くらいまでは、1割
負担で親の所得制限なしにして欲し
い。せめて、３割負担などの公的補
助をして欲しい。
子ども達が、平等に障害を持ってい
てもできる限り普通の生活・教育を
受けられるようにして欲しい。

　補装具費は、平成１８年10月の
障害者自立支援法の最終施行で、
障害者又は障害者の属する他の世
帯員の特別区民税所得割額が、50
万円以上の場合は給付の対象外と
されています。
　しかしながら、補装具は身体障
害者の方々にとっては、身体の欠
損又は損なわれた機能を補完・代
替するもので、必要不可欠なもの
です。
　そこで、平成１９年３月まで
は、特別区民税非課税世帯の方は
自己負担率１０％を３％に軽減し
ていますが、１９年４月から２１
年３月までの期間については、特
別区民税課税世帯（一般世帯）の
方及び補装具費給付対象外の方に
ついて、自己負担率３％に軽減す
ることを実施します。
　なお、介護給付費等で実施され
る負担上限月額の軽減措置（１／
４軽減）は、補装具費には適用し
ません。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

所得保障の国への
要望

56

障害者に応分負担を求める前に、
障害者の所得保障を確立すること
が急務。
障害者自立支援法の成立時、参議
院が3年以内に障害者の所得保障
を検討するよう求めている。国に
対して障害者の所得保障を確立す
るよう強く求めて欲しい。その旨
を計画に明示して欲しい。

ご指摘の件については、障害者自
立支援法成立時に国会で付帯決議
されており、今後の推移を見守り
つつ、国に対し必要な要望を行っ
ていきます。

障害福祉サービス
の必要量見込みの
推計

57

新宿区という地域特性を十分に勘
案した見込量を設定して欲しい。
新宿区は、企業・病院・行政機
関・外国人等が集まった地域であ
るため、サービスの必要量見込み
は、他の自治体と同じ考え方では
対応できないと推察する。サービ
スを要する障害者に普く提供でき
る見込量の算定をして欲しい。ま
た、算出の根拠を示して欲しい。

新宿区の特性に配慮した必要な
サービス見込み量を設定してしま
す。

障害者の「自立」
に関する意識調
査・実態調査の実
施

58

障害者本人と家族が「自立」につ
いて何を求めているのか、意識調
査及び日常生活についての実態意
向調査を行って欲しい。その結果
を「新宿区障害者計画」「新宿区
障害福祉計画」に反映して欲し
い。
先日、新宿区障害者福祉課が行っ
た「新宿区障害者施設利用者意向
調査」の結果分析がどのように中
間まとめに取り入れられたかの説
明が不十分である。

近年の障害者をとりまく環境の変
化の中での、障害者の実態・意向
を把握するために、平成１９年度
中に調査を行う予定で、調査結果
を今後の障害者計画・次期障害福
祉計画策定のための基礎資料とし
ます。
また、平成１８年度に実施した
「新宿区障害者施設利用者調査」
「新宿区障害者団体意向調査」
「精神障害者事業者向け調査」
「精神障害者に対する障害福祉計
画策定基礎調査」での意見・結果
を踏まえ障害福祉計画の策定を行
いました。

三障害一元化の理
念

59

精神障害は見えない。身体障害は
見える。それを一元化するとある
が、それは無理なことではない
か？

障害者自立支援法の趣旨として、
三障害一元化の意味するところ
は、障害者の地域における自立し
た生活を支援する体制をより強固
なもととするために障害の種別
（三障害）にかかわらず、障害の
ある人が必要とする共通のサービ
スを利用できるよう、サービスを
利用する仕組みを一元化すること
を指しています。
個々の利用者に対しては、障害特
性に応じたサービスを提供してい
きます。
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障害福祉計画に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

家族への支援 60

①当事者の自立生活の保障ととも
に、家族と地域で生活していくた
めの条件の整備、この点では当事
者支援に加えた「家族支援」の具
体的支援策の創設が必要。
②母子家庭・父子家庭に対する
サービスを充実させて欲しい。
障害者の通院、学校送迎などがあ
り、生活を維持するために仕事を
することがとても難しい。預ける
場所もなく、働くためにヘルパー
に頼むが、費用負担があり、何の
ために働いているのかわからな
い。

現在実施している移動支援事業で
は、支援費制度の外出介護の制限
を緩和し、家族の状況を十分に勘
案した上で、真に必要と認められ
る場合には、学校の送迎について
も、サービスを提供しています。
また平成１９年度からは障害児等
タイムケア事業を実施し、障害の
ある小、中・高校生の放課後の活
動の場の確保と保護者の就労の支
援を図ります。
利用者負担に関しては、平成１９
年４月から、国が更なる軽減策を
実施し、区も独自の軽減策を実施
します。

障害者地域自立生
活支援センターの
開設
体験型ケアホー
ム・グループホー
ムの開設

61

新宿区内に、２４時間３６５日対
応可能な障害者自立生活支援セン
ターを開設し、区内施設・各事業
所が連携し協働できるシステムを
作りたい。また、体験型ケアホー
ム・グループホームを開設した
い。そして、地域移行、自立生活
を支援（訓練）するための、家族
も泊まれる全個室型ケアホーム・
グループホームの開設を、障害福
祉計画に盛り込んで欲しい。
知的障害者の保護者から離れて地
域生活へ移行すること、また、地
方の入所施設に暮らしながら、生
まれ育った新宿区への復帰を希望
している人達の地域での受け入れ
準備が必要である。
また、地域でご家族と暮らしなが
ら、就労や通所施設に通所してい
る人たちの地域生活が、家族の疲
労や高齢化や病気などによって脅
かされてきている。この現状を踏
まえて、障害者自立支援法の理念
に従い、協働と街づくりを行い、
地域で支えていく方向を目指すの
か、新宿区の障害福祉計画の真価
が問われる。

地方の入所施設から、生まれ育っ
た新宿区での地域生活に移行する
ことを希望されている方、ご家族
等介護者の高齢化に伴い家族から
独立して地域生活を送ることを希
望されている方など、多様なニー
ズや状況を抱えた障害者の方々に
対して、これまで地道に積み重ね
てきた基盤を生かし、また、今後
建設が予定されている地域での在
宅生活を支援するバックアップ機
能を担う、地域生活支援型入所施
設により、きめ細かく対応できる
サービス提供体制の構築をめざし
ています。
また、来年度には障害者生活実態
調査により、区民ニーズの調査
と、必要なサービスの方向性や量
を測ります。
ケアホーム・グループホームの形
態についても併せて検討していき
ます。
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

精神障害者の退院
促進策

62

居住サポート事業を実施し、公営
住宅・民間賃貸住宅の入居促進を
図るが、長期間入院生活を続けて
きた精神障害者の地域生活には、
訓練の場が必要。精神障害者のた
めの地域生活への移行をスムーズ
にするために日々の生活を練習す
る場を確保して自立生活を繰り返
し経験できる場を確保して欲し
い。また、医療機関、宿泊施設、
作業所、診療所、グループホーム
等関係機関での連携を強化するシ
ステムを作って欲しい。

長期入院していた人が地域生活へ
移行するためには関係機関が連携
して支援していく必要があります
ので、区としても連携システムを
構築して支援していきます。

居住系サービスの
試用の仕組み

63
グループホームなどの居住系サー
ビスを試しに利用することができ
る仕組みを作って欲しい。

グループホームに短期宿泊利用等
の制度がありません。暫定利用者
の出入りは、他の入居者への影響
もあり、現行の制度を変更する予
定はありません。お互いによく理
解し納得した上で利用契約を結ん
でください。

精神障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ホーム利用者への
家賃補助実施

64

精神障害者のグループホームに入
居する低所得者（生活保護受給者
以外）に対し、家賃補助をして欲
しい。

・家賃については原則自己負担と
されているものですが、低所得者
に配慮した支援策を区としても実
施していく予定です。

利用者の状態にあ
わせたサービス提
供

65

年齢や状態により就労困難な当事
者や生活保護受給者も、生活にハ
リを持てるような活動の場やサー
ビスが欲しい。

利用者の状況に応じて様々なサー
ビスを組み合わせてご利用いただ
き、地域で安心して自立した生活
が送れるように、日中活動の場の
提供など様々な支援を実施してい
きます。

「試し訓練」の予
算化

66

生活保護受給者や更生施設等に居
住している精神障害者も、それぞ
れのペースにあった就労を模索し
ていくことが、今後更に重要とな
る。就労前評価として作業所を利
用した「試し訓練」とも言うべき
試みが、各作業所で自主事業的に
行われている。生活及び就労能力
の査定に時間をかけることは就労
支援の観点から不可欠。

法内事業である、就労継続支援や
就労移行支援を利用していただき
ながら、ご本人のペースにあった
就労を模索していただきたいと思
います。

就労センターの拡
充

67

就労センター「街」のように、健
常者との関わりが深い施設を増や
して欲しい。医療機関に当該施設
があることを広く周知し、社会復
帰への機会を増やして欲しい。

区としても障害者施設が健常者と
関わりの深い施設になるよう普及
啓発に努めていくとともに、障害
者施設を区民及び医療機関等関係
機関に周知していきます。
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

ジョブコーチの設
置

68

就労を継続するために、問題が発
生した時に、すぐに対応してくれ
る機関と、個々の特性に応じて、
一貫した支援ができるようなジョ
ブコーチの設置をして欲しい。

障害者就労支援事業においては、
養護学校卒業生や企業からの離職
者など、区内作業所等に所属した
経験のない方に対しても、就労継
続への支援を行っています。企業
就労者が増加すればするだけこの
事業の果たす役割が増大していく
ものと認識しています。また、平
成19年度からは「企業就労障害者
の溜まり場事業」を開始し、メン
タルな面などのサポート体制を充
実するなど、幅広い支援体制の構
築を目指します。

69

障害者にはきめ細かい就労支援と
就労を継続するための生活全般に
対する継続的な支援が必要。支援
の体制をしっかりと整備していた
だきたいと思う。また、就労支援
の数値目標にとらわれず、本人の
状況などの充分配慮いただき施策
を進めて欲しい。

・利用者の状況に応じた個別支援
計画に基づき、様々なサービスを
組み合わせていただきたいと考え
ています。そのために区としても
新体系のサービスの基盤整備支援
に努めていきます。

70

就労継続には生活支援が不可欠だ
が、地域生活と就労は必ずしも一
体ではない。生活と就労を常に
セットで考えることに危険性を感
じる。精神障害者にとって就労支
援の整備は重要なことであるが、
就労以外の社会参加の機会を同時
に整備し、保障することは更に重
要と考える。

・就労も障害者自立支援法の柱の
一つではありますが、障害者のそ
れぞれの状態に応じた自立をめざ
し、地域で安心して暮らせる社会
の実現をめざしています。

ピアカウンセラー
養成費用の補助

71

ピアカウンセリングの実施にあた
り、ピアカウンセラーを養成する
ために、訓練費用として一人５～
６万円を補助して欲しい。
また、当事者間相互のサポート体
制整備のため、申請により年間の
活動支援金を当事者グループに支
給して欲しい。

東京都心身障害者福祉センターに
おいてピアカウンセリング養成講
座が、実施されています。講座へ
の受講経費は1万円です。今後、
ピアカウンセラーの養成需要を見
守りながら養成講座受講助成につ
いては、検討していきます。

居宅介護の内容 72
ホームヘルプは、掃除と洗濯を重
視して欲しい。

ホームヘルプサービス（居宅介
護）は、身体介護と家事援助が主
なサｰビス内容です。
　掃除、洗濯は家事援助に該当
し、利用者と事業者との契約に基
づき具体的なサービスの内容を決
めることができます。

就労支援と生活支
援

21



個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

居宅介護の支給量 73

ヘルパーの必要量を決められてし
まうと、仕事ができなくなってし
まう。個別に必要量を考慮して欲
しい。

サービスの支給量については、支
給基準に照らし、支給決定を行っ
ています。また、個別の事情につ
いては、勘案事項等に配慮し支給
決定を行っています。

小学生のショート
ステイ利用

74
小学生から、あゆみの家などの
ショートステイを利用できるよう
にして欲しい。

現在、ショートステイ事業は区立
障害者福祉センター、区立生活実
習所、区立あゆみの家で行ってい
ます。小学生のショートステイに
ついては、知的障害児については
区立新宿生活実習所において受入
をしています。
対象者の拡大については、設備
面・技術面の検討を行っていきま
す。

相談機関、通所施設、関係機関に
よる高齢の親とその子どもへの支
援の在り方の検討と緊急時の対応
についてのわかりやすい情報提供
をして欲しい。

わかりやすい制度の検討と、個々
のサービスについてのわかりやす
い情報提供が必要

相談員研修体制の
整備

76

高質かつ有効な相談体制の持続の
ため、相談員への研修実施が不可
欠。相談員研修体制の整備の中
で、新宿区の地域特性に配慮した
区独自研修の充実を図って欲し
い。そのために、関係団体を構成
員とする「新宿区相談研修委員
会」（仮称）等の創設を図って欲
しい。

　相談員サービス管理責任者につ
いては、東京都においても、各種
の研修等が企画されています。地
域の特性を織り込んだ相談員研修
の実施については、地域自立支援
協議会での地域の相談支援体制
ネットワークの構築に向けた協議
と併せて検討していきます。

相談支援の質の向上を重要課題と
し、分かりやすい情報提供を目指
します。
また、利用者や家族が制度を正し
く理解できるように資料（パンフ
レット類）の工夫や、説明会の充
実をはかり制度周知に努めていき
ます。

75
相談機関等による
親・当事者への支
援・情報提供
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

手話通訳設置事業
の拡大

手話通訳設置事業を新設し、手話
通訳者の新規採用・配置を要望す
る。
「１．いつでも２．どこでも３．
どんな時（場合）でも」というの
が、聴覚障害者の手話通訳派遣へ
の要望である。現在区が行ってい
る事業は、この３つの要望を満た
していない。

手話通訳について現在区では、毎
週金曜日13:00～17:00に、区役所
本庁舎１階ロビーに1名の手話通
訳者を配置する手話通訳者本庁配
置事業及び個別のご利用者の申込
に応じ、手話通訳者を派遣する手
話通訳者派遣事業を実施していま
す。また、平成19年4月からは、
現在東京都が手話通訳等派遣セン
ターに委託している手話通訳者派
遣を、区の事業として実施する予
定です。手話通訳者を常時配置す
ることについては、現在の利用状
況を鑑み考えていません。

手話通訳設置事業
の拡大

現在、毎週金曜日13:00～17:00、
区役所窓口に手話通訳者が設置さ
れており、聴覚障害者の方々に喜
ばれている。しかし、現在の制限
内での利用は、大変不自由である
ため、いつでも安心して区役所を
利用するために、常時、区役所窓
口に手話通訳設置をして欲しい。

　現在、毎週金曜日13:00～17:00
に、区役所本庁舎１階ロビーに1
名の手話通訳者を配置し、来庁さ
れる手話通訳が必要なお客様のご
要望に応じて、また、庁内各窓口
からの要請に応じ、各窓口で手話
通訳を実施しております。平成１
７年度の一回あたりの利用者数は
平均１．８名、平成18年度の１回
あたりの平均ご利用者数は、3.8
名（12月末現在）であり、現時点
では配置日時を増やす考えはあり
ません。今後も配置事業の周知を
図っていきます。

手話通訳派遣上限
時間の撤廃

78

地域で豊かに生活する時にコミュ
ニケーション保障は何よりも必
要。「聴覚障害者一人あたり一ヶ
月間に１６時間までの手話通訳依
頼の上限枠撤廃」をして欲しい。
他２２区との比較をしたところ、
新宿区はコミュニケーション支援
事業の水準が極めて低い。

　現在、新宿区の手話通訳者派遣
は過去の利用実績の状況及び必要
な時に確実に手話通訳者を派遣で
きるようにするため、緊急等やむ
を得ない場合を除き、利用時間は
月に１６時間までとしています。
　また、東京都が平成１９年３月
まで実施している手話通訳者派遣
事業については、４月以降は新宿
区の地域生活支援事業として実施
します。これに伴い、平成１９年
４月からの手話通訳者派遣は、従
前から区が実施していた派遣事業
と、東京都が実施していた派遣事
業をあわせて、一ケ月に４０時間
まで拡大します。

77
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

地域生活支援事業
手話講習会・昼の
クラスの開設

79

新宿区手話講習会の昼に「初級」
「中級」「上級」「手話通訳養成
クラス」を開設して欲しい。
昼には、開設されていないため、
子育て中の母親や主婦の方々には
夜間外出ができず、夜の手話講習
会に通えないという嘆願が多い。
手話通訳者の育成に不十分な面が
あり、平日、昼に派遣する登録手
話通訳者が不足している。
「手話通訳養成クラス」（夜）の
継続もして欲しい。

　区では、障害者福祉センターに
おいて、毎週火曜日の夜間（午後
6時30分から午後8時30分）に、手
話講習会を実施しております。従
前より実施している「初級」「中
級」「上級」コースに加え、平成
１７年度から上級コース修了者を
対象に、新宿区の手話通訳者派遣
事業に従事する登録手話通訳者を
養成するため、「手話通訳コー
ス」を開始しました。同コースは
平成１９年度以降も引き続き実施
します。
　昼間における手話講習会の実施
については、実施体制や実施場所
を含め、実施の必要性の有無を検
討していきます。

手話講習会・「中
途失聴・難聴者ク
ラス」の開設

80

新宿区手話講習会の昼・夜に「中
途失聴・難聴者クラス」を開設し
て欲しい。
現在、当協会では、高齢による難
聴者やストレス等により失聴され
た方々が入会している。しかし、
手話によるコミュニケーションが
不可能なため、手話技術の取得を
し、聴覚障害者との円滑なコミュ
ニケーションが図られ、情報交
換・共有や交流を深めていく必要
がある。

　該当者の方々の意向や状況を把
握したうえ、中途失聴・難聴者の
方のコミュニケーションのために
有用な手段について検討していき
ます。

要約筆記奉仕員養
成講習会の開設

81

高齢難聴者・中途難聴者等のため
の要約筆記奉仕員養成講習会を開
設して欲しい。
高齢による難聴者やストレス等に
より失聴された方々は、手話によ
るコミュニケーションが不可能な
ため、意思疎通できるものがな
く、本人の隣にノートテイカーを
置き、手話通訳者が筆記によって
協力をしていただいているが、手
話通訳者の作業負担は大きく不便
である。

　要約筆記者の派遣は、平成１９
年度から区の事業として個人の聴
覚障害者に対して実施します。要
約筆記者は、東京都で養成及び登
録を行っている方を派遣します。
区において講習会を実施する必要
性については、利用実績等を踏ま
えて判断していきます。
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

東京都手話通訳等
派遣センターとの
契約

82

専門性や高度な技術を要する場
合、東京手話通訳等派遣センター
との手話通訳に関する契約締結を
して欲しい。
現在、区内で、区登録通訳者が担
う通訳内容は、「教育に関る事、
社会参加に関する事、地域に関す
る事」（新宿区手話通訳者派遣事
業実施要綱）になっている。ま
た、「警察・司法・労働・権利保
持に関する事項、重度の医療通
訳」については、東京手話通訳等
派遣センターに依頼することと
なっている。平成17年度の派遣依
頼件数は、区が327件、都が262件
であり、都への派遣依頼も多い。
東京都手話通訳派遣センターで
は、「聴覚障害者個

　現在、東京都が東京手話通訳等
派遣センターへ委託して実施して
いる手話通訳者派遣については、
高度あるいは専門的な内容にも対
応するため、今後も実施すること
が必要であると考えています。
平成１９年度からは新宿区の地域
生活支援事業として、必要な条件
を満たす事業者へ委託を行い、継
続して実施していきます。

広報ビデオへの手
話通訳のワイプ・
字幕

83

区から発行される広報ビデオに、
手話通訳のワイプ及び字幕を付け
て欲しい。
現状では、区政の状況・情報など
の理解が得られず、聴覚障害者へ
の情報伝達ができていない。これ
では、「社会への完全参加と平
等」と言えない。

現在制作している広報ビデオでは
通訳のワイプ・字幕はありませ
ん。来年度以降制作するビデオに
ついて、通訳のワイプ又は字幕を
付けるよう検討していきます。

ケーブルテレビを
活用した情報提供

84
その他の区政情報や区主催行事な
どの情報をケーブルテレビなどに
利用して放送を行って欲しい。

新宿区内では、（財）東京ケーブ
ルビジョン、（株）ケーブルテレ
ビジョン東京という２の事業者が
ケーブルテレビ事業を行っていま
す。区ではいずれの事業者にもイ
ベントなどの区政情報を提供し、
テロップで放送しています。
　（財）東京ケーブルビジョンは
毎日午前９時～午前０時までの
間、（株）ケーブルテレビジョン
東京は毎日午前１０時４５分～、
午後０時４５分～、午後７時４５
分～、午後１０時４５分～にそれ
ぞれのコミュニティチャンネルで
放送しています。
今後もケーブルテレビを活用した
区や地域の情報発信をさらに充実
させるよう検討し
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

生活サポート事業
の対象者拡大

85

「非該当」の精神障害者を対象と
しているようだが、障害程度区分
が認定された障害者でも、生活サ
ポートが必要な者が利用できるよ
うにして欲しい。（精神障害者、
ケアホーム・グループホームで生
活している障害者など）

生活サポート事業の対象者は、身
体・知的・精神障害者の方です。
障害程度区分が「非該当」の方を
対象とする「家事援助サービス」
と程度区分にかかわらず必要な方
全てが利用できる「家事訓練サー
ビス」があります。

86

新宿区立障害者センターの機能訓
練事業や講座講習事業に通う障害
者が、自宅とセンターの間の移動
支援を必要とするとき、年齢に関
らずホームヘルパーを利用できる
ようにして欲しい。

「移動支援」の対象者は重度視覚
障害者、知的障害者、全身性障害
者及び精神障害者です。年齢によ
る規定は設けていません。要件に
該当すれば年齢に関係なく、ご意
見のケースでは移動支援が受けら
れます。

87

各自治体により支給量・限度額・
緊急時移動支援対応策・役員活動
として行政関係への移動に対し
て、別枠支給量・限度対応策に格
差がある。利便性に配慮し、区独
自の支援対策として支給水準を上
げて欲しい。
自分達で発信することが難しい知
的障害者の現状を理解し、社会参
加の訓練のためにも、移動支援を
利用できるよう配慮して欲しい。

地域生活支援事業は各自治体に
よって、支給決定基準を定めてい
ます。支給量については個々人の
要望を伺い、状況に応じて勘案
し、決定していますので個別にご
相談下さい。
また、知的障害者は移動支援の対
象者になっており、社会参加その
他の外出等にご利用いただけま
す。

日常生活用具給付
事業の品目拡大

88
テレビ電話の給付・無料貸し出し
をして欲しい。

日常生活用具の中に、聴覚障害者
用通信装置として、ご自宅のテレ
ビにテレビ電話と同様の機能を持
たせる製品があります
また、費用については日常生活用
具給付等事業の仕組みの中でご負
担いただいています。

補装具耐用年数の
見直し

89
補装具の耐用年数を短くして欲し
い。

補装具の耐用年数は、障害者自立
支援法に基づく「補装具の種目、
購入又は修理に要する費用の額の
算定等に関する基準」で定められ
ております。
また、医師の診断書により障害状
況の変化等が確認された場合は、
耐用年数が経過していない場合で
も新しい補装具へ変更することが
できます。

移動支援事業
支給基準の拡大
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

視力障害者地域生
活活動支援総合セ
ンター設置

90

新宿区内には、各種国立・都立・
法人レベルの訓練事業施設等はあ
るが、視力障害者共通の悩みであ
る情報障害・行動障害を克服する
には任意団体等の原動力であり、
憩いの場的拠点として総合的に対
応できる場が必要である。区独自
の視力障害者生活支援施設が必須
である。
区所有資源（例；ことぶき館の一
部、空き教室の一部）を最大有効
活用し、専門事務職員を常時配置
すると共に、任意団体の活動拠点
※として視力障害者のニーズに応
じた多方面の活動支援が展開でき
ると考える。
孤独生活解消に親睦融和を図れる
憩いの場として、様々な地域生活
支援事

ご指摘のように、区内には国レベ
ルで大規模に活動されている障害
者の団体施設が数多くあり、こと
に視覚障害者関係の団体の充実は
他に類を見ない状況です。例えば
点字図書館は区内３ヶ所あります
が、これは全都の半数以上に当た
り、他区市の方から考えれば大変
恵まれた環境であるともいえま
す。区では障害者福祉センターで
視覚障害者訓練事業を実施してい
ます。この事業をより皆様のご希
望やニーズを取り入れ充実させて
いきたいと考えています。

グループホーム利
用者へのホームヘ
ルプ

91

グループホームは、１人のヘル
パーを数人で使い分けしている
が、同じ時間帯に入居者一人一人
に対してヘルパー派遣が出来るよ
う制度を見直して欲しい。

障害をお持ちの方は、それぞれ障
害もその程度も違い、よって支援
の内容も異なります。したがっ
て、ヘルパーの派遣は一人ひとり
の方に対して必要な支援内容、支
給時間を話し合い、決められてい
ます。ホームヘルプは、個別給付
として支給されていますから、個
人の状況にあわせて利用ができま
す。なお、自立支援法上のグルー
プホームにはホームヘルパーを派
遣していません。

日中活動系サービ
スの即時利用

92

日中活動系サービスを希望する障
害者が、提供体制整備と同時に遅
滞なくサービス利用できるよう配
慮が必要。特に訓練等給付では、
新規希望者に対して、障害程度区
分認定から支給決定の間、即日利
用が可能なように相談支援体制を
整備する必要がある。

　訓練等給付事業の日中活動系
サービスにおいては、暫定支給決
定を行いいわゆる「お試し利用」
が出来る仕組みであるため、暫定
支給決定によりサービス利用を
行ってください。
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個々の事業等に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

日中ショートステ
イ事業

93

家族支援として意義ある事業。レ
スパイトケアとしての使い易さや
有効性を高めるため、日中に限定
することなく、夜間も含めた
ショートステイとすべきである。

制度改正により、従前の短期入所
が「短期入所」と「日中一時支
援」に分かれました。「日中一時
支援」は、日中のみの一定時間預
りのサービスですが、宿泊を伴う
ものについては、「短期入所」で
対応できることとなっています。
利用できる時間帯が縮小されたわ
けではないので、ご理解くださ
い。

アフターケア 94

障害者自立支援法のサービス体系
には、アフターサービスの単位が
明記されていない。区の考え方を
示して欲しい。

アフターケアについては、それぞ
れのサービスに含まれているもの
と考えています。

高次脳機能障害・
発達障害等への取
組み

95

発達障害者支援法が施行された
が、発達障害については、学校現
場での困惑やその後の進路を考え
ると、支援方法についても今後の
早期研究・整備が待たれる状況。
高次脳機能障害についても、当事
者は福祉制度の谷間にあり、望む
サービスが受けられない現状。こ
れらの障害の範囲の拡大かつ増加
が予測される。さらに具体性のあ
る計画の策定を求む。
「発達障害の取組は、今後の課
題」としているが、軽度発達障害
の支援対策について、将来を見通
したもう少し具体的な計画を示し
て欲しい。

現段階では発達障害・高次脳機能
障害への対応については、広域
的・専門的な支援として都道府県
の地域生活支援事業の中で行われ
ることとなっています。また、教
育等との関連について課題は十分
認識していますが、今後、国や都
の動向を踏まえて本計画とは別途
施策を検討してまいります。
なお、発達障害や高次脳機能障害
の方で精神症状が有る場合は、精
神障害者のサービスがうけられる
場合があります。
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

少子化社会への対
応

96

少子化対策も踏まえた計画にすべ
きである。乳幼児やこれから生ま
れてくる子供が、たとえ障害を
持っていても、十分な養育ができ
る環境を構築することこそが、少
子化対策に有効な施策である。
本計画には、既存の保育園、保育
室、幼稚園への改革案が示されて
いない。これら既存施設との連携
を強化し、より開かれた選択肢の
広がる障害者福祉が計画されるこ
とを望む。

発達障害や子育て支援の視点か
ら、様々な取り組みがなされてお
り障害をもった子どもの親と健常
児の親との交流会や保健指導等を
行っています。障害福祉計画の内
容とは異なるため、次期障害者計
画策定時の参考にいたします。

「街」への通所等を通して、戸惑
いはあるが自立に向けた一歩を踏
み出したいと感じている。精神障
害者への社会的理解は不十分であ
り、就労や住宅確保等、日常生活
で差別的な扱いを受けることが多
い。平凡に生活できる日が来るこ
とを願っている。

障害者の心のバリアフリーを強化
する啓蒙活動をして欲しい。

新規事業者の参入
促進

98

介護保険事業において進出した株
式会社の営利事業が、介護報酬の
削減等により不採算となれば、当
該部門から一挙に撤退するという
実態を鑑み、新規事業者の参入に
ついては、対策を講じて欲しい。

　介護報酬は、国が単価を告示し
ています。
　事業所の開設は、国の省令基準
に基づき都道府県がサービス事業
者の指定を行っています。
　これらについては、区の関与が
難しく、ご指摘の対策をとること
ができません。

こころのバリアフ
リーの推進

障害への理解が不十分であること
により偏見や差別を受けないよ
う、今後も継続して障害の知識の
普及啓発や、交流等を通じて障害
者に関する正しい理解の促進に努
めていきます。

97
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

障害者の雇用制度
の改善

99

新制度導入で最も経済的打撃を受
けるのは重度障害者である。しか
し、一方で、雇用制度は一向に改
善されない。現在、法で障害者雇
用を義務付けているものの、普通
の交通手段で他の社員と対等に働
ける正社員のみが求人対象となっ
ている。健常者でさえ就職難な時
代に障害者だけ特別枠で救われる
のはおかしい。また、自立支援と
いう観点に立ったとき、今回の制
度で最も出費が多くなる重度障害
者には何ら雇用の窓口が開かれて
いない。
重度障害者が、パートタイムで在
宅勤務をやった場合、企業にも幾
分のメリットがある制度が導入さ
れれば、双方にメリッ

障害者雇用の推進については、企
業の側の研究が進んできているな
ど一定の進捗が見られます。この
状況を逃すことなく、さらに企業
への支援体制を充実することで、
各企業が様々な形態の雇用体制を
確立するための支援を行います。
また、国や東京都などに対し必要
な要望を行ってまいります。

保護雇用実施の国
に対する要望

100

計画の中で、国に対して保護雇用
を実現するよう要請して欲しい。
戦後の障害者雇用施策の取組は不
十分である。障害者の就労で必要
なことは、生産力の低い一般就労
困難な重度障害者の雇用をいかに
確立するかである。
欧米では積極的な取組みが行われ
ている。しかし、日本では、厚生
労働科学研究「日本版保護雇用制
度の創設に向けて」の研究結果が
発表されたにもかかわらず、障害
者自立支援法は完全にそれを無視
している。保護雇用※の確立なし
には重度障害者の雇用政策は達成
できない。
※保護雇用
援助付き雇用、企業内援助付きグ
ループ作業によ

近年の状況として、ハローワーク
等の働きかけが徐々に奏功し、企
業による障害者雇用に対する意識
が大きく前進しています。また、
社会貢献の一環として障害者支援
への取り組みも一部企業で進んで
います。しかし、まだまだ支援策
や障害者へのアプローチそのもの
に苦慮しているのが実態です。こ
れらの動きに呼応し、国や都と連
携しながら柔軟に必要な支援を
行っていく体制を構築するととも
に必要な要望を行っていきます。
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

合資会社による雇
用促進

101

合資会社による障害者雇用の促進
障害者福祉に理解のある企業（例
えばヤマト運輸）とＮＰＯ法人・
福祉法人の合資会社を設立し、障
害者の人達を積極的に採用するこ
とが実現できたら、とても心強い
し、素晴らしいことだと思う。具
体的な検討をして欲しい。

ハローワークによる法定雇用率未
達成企業についての情報公開など
の施策等により、様々な企業が障
害者雇用に関する試みに取り組ん
できています。企業の側からも前
進的な取り組みなどについての情
報提供が求められているため、企
業への支援体制の構築を行いつ
つ、多様な手法で雇用の促進を進
めていきます。

精神障害者に対す
る所得保障策

102

精神障害者には他障害のように福
祉手当がない。障害年金は２～３
年ごとに診断書を提出し、等級の
判定を受けており、就労すると等
級は下がる。一定額の保障があれ
ば、自分のペースで働ける障害者
の就労意欲をなくしたり、無理を
して調子を崩したりすることにつ
ながる。同じ内容の診断書を提出
しているにもかかわらず、障害年
金も精神障害者保健福祉手帳も等
級が下がる例が増えている。それ
によって、障害年金の支給がなく
なったり、生活保護の障害加算が
なくなったりして、生活を脅かさ
れている。
安心して暮らすために、安定した
支給が得られるよう

心身障害者手当については、区の
制度ですが、東京都の制度が根底
にあり区の制度を構築していま
す。そこで各区の独自の拡大を実
施しています。新宿区について
は、難病・戦傷２項症を追加して
います。三障害を対象者としてい
る区もあることから、今後検討し
ていきます。
障害基礎年金については、国の制
度であり就労により軽快という見
方が通説でしたが障害者自立支援
の観点から就労＝軽快ということ
ではない捕らえ方もあり、国の動
向を見守っていきます。

精神障害者に対す
る障害福祉サービ
スの適用・充実

103

平成１７年度の精神障害者福祉手
帳交付者８１４名、自立支援医療
受給者２７０４名にする障害福祉
サービスの適用と充実が強く求め
られる。障害者福祉手当等の支給
など身体・知的障害者が受けてい
る障害福祉サービスの適用を早急
に図るよう計画化して欲しい。

今回の必要量見込みの算定にあ
たっても、手帳所持者であって現
在、旧制度上のサービスを使って
いない方や自立支援医療受給者で
旧制度上のサービスを使っていな
い方のニーズを把握するための調
査を実施し、それらの方々のサー
ビス利用も見込んで必要量数値と
しています。
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

公共施設への電光
掲示板等設置

104

公共施設や駅等に情報伝達のため
の電光掲示板または、電光掲示板
のついた自動販売機を設置して欲
しい。
聴覚障害者はスピーカーから出力
される音声伝達の情報を入手する
ことが出来ない。たとえ、防災な
どの情報が流れた場合、健常者よ
り立ち遅れが生じることだけでな
く、生命に関る問題にもつなが
る。このような不安を取り除くた
めに、設置が必要である。

施設を利用した電光掲示板として
は、新宿駅東口のアルタビジョン
など５つの街頭ビジョンに行政情
報を提供しています。今後は、ご
意見をいただいた公共施設、駅等
の電光掲示板の利用や街頭ビジョ
ン等の積極的な活用について検討
していきます。
また、区内２００の自動販売機を
活用し、携帯電話で行政や防災の
情報を取得できるシステムを事業
者との協働で開始しています。
区では、今後ユビキタスなどの新
しいメディアを活用しながら、障
害者の方が容易に情報を取得でき
る仕組みづくりを検討していきま
す。

交通バリアフリー 105

お店の入口の段差をなくして欲し
い。
狭い歩道を車椅子で歩いている
時、自転車が通ると危ないので、
自転車の道と分離して欲しい。
横断歩道の中央分離帯の段差をな
くしてほしい。
娯楽施設のバリアフリーも進めて
欲しい。
区道のバス停のガードレールパイ
プをなくして欲しい。
路上駐車を無くして欲しい。
電動車イスのまま乗れるタクシー
をもっと増やして欲しい。
福祉車両は駐車規制を免除して欲
しい。

平成18年12月から、「高齢者、障
害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律」（バリアフリー新
法）が施行され、バリアフリー化
の義務を負う対象者として建築主
等や公共交通事業者等に加えて、
道路管理者・路外駐車場管理者・
公園管理者等が規定されました。
障害者等が日常生活や社会生活に
おいて利用する施設を広くとら
え、生活空間におけるバリアフ
リー化を進めることとしていま
す。区は、同法に基づき、公民協
働の上で福祉のまちづくりを進め
るとともに、平成20年度に策定予
定の障害者計画にも、当事者の視
点を反映させたバリアフリーフ
リー
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

障害者福祉全般の
予算の充実

106

「区政改革プラン」の策定により
削減した、障害者福祉全般の各種
手当、助成制度を区政改革プラン
以前の状態に改善し、障害者福祉
の充実を図ることを強く要望す
る。

区政改革プランの公表から既に７
年以上を経過し、その間、障害者
自立支援法が施行されるなど、障
害者をとりまく状況も変化してい
ます。障害者福祉の制度について
も、新たな法律のもと、将来を見
据えた仕組みとして負担のあり方
が見直され、新体系によるサービ
スが提供されています。
障害者福祉の各種手当や助成制度
も国や都、区による制度で補完的
に給付されていることもあり、今
後の国や都の動向を見ながら検討
していきます。

知的障害児養護学
校の設立

107

新宿区内には、知的障害児の養護
学校がないため、遠方の学校に通
わなければならない。区内に肢体
不自由児同様、区立の養護学校設
立をして欲しい。

区では心身障害児学級を小・中学
校に設置していますので、区立養
護学校の設立は考えていません。

介護保険制度との
統合時の障害者
サービスの維持

108

国は、３年後を目途に障害者施策
と介護保険制度の統合を計画して
いる。障害者に対する施策と高齢
者の施策では根本的に大きな違い
があり、これを統合することに強
く反対する。
現行の障害者福祉制度と介護保険
制度の給付水準に大きな格差があ
り、統合して同条件下で実施する
ことは認められない。仮に統合さ
れたとしても、既得の障害者への
サービス給付がきちんとされるよ
う要望する。

ご指摘の件については、国の検討
の内容が明らかになった段階で施
策の検討を行っていきます。

三障害一元化によ
る総合的サービス
提供の推進

109

新宿区は障害者福祉サービスを福
祉部・健康部で分かれて所管して
いるが、２つの部を統合し総合的
な提供体制の確立が急務。精神障
害者に対する福祉サービスが他の
２障害に比べて圧倒的に遅れてい
る現状を考えても、福祉部・健康
部の統合、一元化が必要。

障害者だけでなく、高齢者や子ど
も等を含む福祉保健サービスの施
策のあり方等、今後の課題解決の
ための組織のあり方は、区全体の
組織の見直しの中で検討していき
ます。
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

生活保護行政との
関連

110

精神障害者には生活保護受給者が
多いため、生活保護行政との関連
を意識し、矛盾がおこらない中期
計画を立てて欲しい。

生活保護行政については、最後の
セーフティネットとして、他の法
律・制度を優先することとなって
います。
地域移行においては、他制度との
連携が重要であり、更にきめ細か
な連携に努めていきます。

親の高齢化に伴う
子どもへのケア 111

①保護者として、障害者自立支援
法が就労支援サービスに重点が置
かれていることについて、戸惑い
を感じる。重度の知的障害をとも
なう自閉症のある息子達の日常生
活では、本人のニーズにあった支
援が必要であり、家族、通所施
設、グループホーム職員、支援
員、医療関係者から支援を受けな
がら生活をしている。親の高齢化
による経済力の低下と現在の応益
負担では、現在受けているサービ
スを今後も継続して利用できるか
非常に不安。親の高齢化による子
どもへの経済的・物理的ケアの低
下についての問題を、区の福祉施
策の中で積極的に取り組んで欲し
い。

障害のあるお子さんの保護者の高
齢化は大きな課題です。どういう
支援を展開していけば、保護者が
高齢になっても住み慣れた地域で
安心して生活が出来るのかを検討
していきます。また家族によるケ
アからの自立に関しては、就労の
みにとらわれず「自立」の概念の
捉え方を検討した上で、能力を伸
ばす支援のあり方を考えていきま
す。
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障害福祉施策全般に関する意見

要旨 意見番号 内          容 区の考え方

ボランティアの養
成等

112

スタッフ数の少ない作業所等に
とって社会資源としてのボラン
ティアの力は大きなものであり、
地域定着、障害理解の促進の点か
らも重要。しかし、その受け入れ
に際しては課題がある。今般の都
立高校でのボランティ導入、事前
説明、受け入れ手順の整備をする
必要に迫られている。計画には、
ボランティア育成に関する項目を
加えるべき。また、今後、障害者
理解を若年から勧めるためにも教
育機関との連携を図るべき。

障害者施設等でのボランティアの
導入は、業務の補助としてだけで
なく、地域との関わり、障害者理
解を図るためにも重要です。ま
た、導入に当たっては障害者を正
しく理解していただくためにも研
修等が必要と考えています。精神
障害者に対するボランテア育成
は、地域活動支援センター機能強
化事業に位置付けられています。
また、社会福祉協議会では地域の
小規模通所授産施設や共同作業
所、保健センター等関係機関と連
携して実施しています。学校等教
育機関との連携については、今後
検討していきます。

障害者の定義・納
税者の不公平感

113

計画にある障害のある人という定
義が大変あいまいである。その定
義に合致するか否かによって、各
種サポートをうけられるかどうか
が異なることに不公平感を感じ
る。
財源があるならば、納税している
人や適用される障害者に該当しな
い人であっても、もっと平等に受
けられるようにして欲しい。公共
交通・設備等のバリアフリー化等
により、多くの人々が支払ってい
る税金に対して、平等に福祉的還
元を受けられると思う。
障害者が受けられるサービスにつ
いては、他の行政サービス・補助
同様、制限を設けるべきである。
仕事をしなければならない扶養

ご意見としてうかがいます。
障害福祉施策の展開については、
他の施策との連携をとりつつ適切
に推進していきます。
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